
（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

　固定資産         103,553,118 　固定負債          49,543,301

　　有形固定資産          94,203,190 　　地方債等          33,825,113

　　　事業用資産          32,211,811 　　長期未払金              18,084

　　　　土地          14,080,775 　　退職手当引当金           3,210,891

　　　　立木竹                  － 　　損失補償等引当金                 149

　　　　建物          47,874,620 　　その他          12,489,064

　　　　建物減価償却累計額        △31,191,972 　流動負債           3,994,510

　　　　工作物           2,169,992 　　1年内償還予定地方債等           3,447,140

　　　　工作物減価償却累計額           △721,605 　　未払金              41,772

　　　　船舶                  － 　　未払費用               1,251

　　　　船舶減価償却累計額                  － 　　前受金               2,323

　　　　浮標等                  － 　　前受収益                  －

　　　　浮標等減価償却累計額                  － 　　賞与等引当金             263,086

　　　　航空機                  － 　　預り金             236,103

　　　　航空機減価償却累計額                  － 　　その他               2,836

　　　　その他                   0 負債合計          53,537,811

　　　　その他減価償却累計額                  － 【純資産の部】

　　　　建設仮勘定                  － 　固定資産等形成分         107,912,465

　　　インフラ資産          59,871,307 　余剰分（不足分）        △48,766,871

　　　　土地           3,844,284 　他団体出資等分              45,856

　　　　建物           1,210,906

　　　　建物減価償却累計額           △430,812

　　　　工作物          97,712,240

　　　　工作物減価償却累計額        △46,064,087

　　　　その他           1,692,137

　　　　その他減価償却累計額         △1,261,136

　　　　建設仮勘定           3,167,777

　　　物品           5,086,518

　　　物品減価償却累計額         △2,966,447

　　無形固定資産           2,152,843

　　　ソフトウェア             133,147

　　　その他           2,019,696

　　投資その他の資産           7,197,086

　　　投資及び出資金              77,869

　　　　有価証券               1,249

　　　　出資金              76,260

　　　　その他                 360

　　　投資損失引当金                  －

　　　長期延滞債権             364,663

　　　長期貸付金                 600

　　　基金           6,761,086

　　　　減債基金                  －

　　　　その他           6,761,086

　　　その他              18,113

　　　徴収不能引当金            △25,245

　流動資産           9,176,143

　　現金預金           4,537,760

　　未収金             271,943

　　短期貸付金                  －

　　基金           4,359,347

　　　財政調整基金           3,405,104

　　　減債基金             954,243

　　棚卸資産              14,141

　　その他                 439

　　徴収不能引当金             △7,487

　繰延資産                  － 純資産合計          59,191,450

資産合計         112,729,261 負債及び純資産合計         112,729,261

連結

連結貸借対照表
（令和4年03月31日 現在）



連結

（単位：千円）

科目 金額

経常費用                     30,925,787

　業務費用                     12,944,616

　　人件費                      3,822,525

　　　職員給与費                      3,189,126

　　　賞与等引当金繰入額                        260,423

　　　退職手当引当金繰入額                         33,719

　　　その他                        339,257

　　物件費等                      8,486,123

　　　物件費                      4,557,766

　　　維持補修費                        166,276

　　　減価償却費                      3,645,449

　　　その他                        116,631

　　その他の業務費用                        635,968

　　　支払利息                        296,964

　　　徴収不能引当金繰入額                         27,388

　　　その他                        311,616

　移転費用                     17,981,171

　　補助金等                      9,455,668

　　社会保障給付                      8,154,776

　　他会計への繰出金                             －

　　その他                        370,727

経常収益                      2,321,608

　使用料及び手数料                      1,511,158

　その他                        810,450

純経常行政コスト                     28,604,179

臨時損失                      1,358,999

　災害復旧事業費                          9,645

　資産除売却損                            103

　投資損失引当金繰入額                             －

　損失補償等引当金繰入額                             －

　その他                      1,349,251

臨時利益                         33,326

　資産売却益                         33,226

　その他                            100

純行政コスト                     29,929,851

連結行政コスト計算書
自 令和3年04月01日

至 令和4年03月31日



（単位：千円）

固定資産等形成分 余剰分（不足分） 他団体出資等分

前年度末純資産残高 55,967,310 108,061,108 △52,139,443 45,645

　純行政コスト（△） △29,929,851 △29,930,062 210

　財源 33,320,634 33,320,634 －

　　税収等 21,101,565 21,101,565 －

　　国県等補助金 12,219,069 12,219,069 －

　本年度差額 3,390,783 3,390,572 210

　固定資産等の変動（内部変動） －

　　有形固定資産等の増加 －

　　有形固定資産等の減少 －

　　貸付金・基金等の増加 －

　　貸付金・基金等の減少 －

　資産評価差額 －

　無償所管換等 40,392

　他団体出資等分の増加 － －

　他団体出資等分の減少 － －

　比例連結割合変更に伴う差額 △199,276

　その他 △7,760

　本年度純資産変動額 3,224,140 △148,643 3,372,572 210

本年度末純資産残高 59,191,450 107,912,465 △48,766,871 45,856

連結

連結純資産変動計算書
自 令和3年04月01日

至 令和4年03月31日

科目 合計



連結

（単位：千円）

科目 金額

【業務活動収支】

　業務支出

　　業務費用支出

　　　人件費支出

　　　物件費等支出

　　　支払利息支出

　　　その他の支出

　　移転費用支出

　　　補助金等支出

　　　社会保障給付支出

　　　他会計への繰出支出

　　　その他の支出

　業務収入

　　税収等収入

　　国県等補助金収入

　　使用料及び手数料収入

　　その他の収入

　臨時支出

　　災害復旧事業費支出

　　その他の支出

　臨時収入

業務活動収支

【投資活動収支】

　投資活動支出

　　公共施設等整備費支出

　　基金積立金支出

　　投資及び出資金支出

　　貸付金支出

　　その他の支出

　投資活動収入

　　国県等補助金収入

　　基金取崩収入

　　貸付金元金回収収入

　　資産売却収入

　　その他の収入

投資活動収支

【財務活動収支】

　財務活動支出

　　地方債等償還支出

　　その他の支出

　財務活動収入

　　地方債等発行収入

　　その他の収入

財務活動収支

本年度資金収支額                        957,805

前年度末資金残高                      3,257,471

比例連結割合変更に伴う差額                        105,739

本年度末資金残高                      4,321,015

前年度末歳計外現金残高                        225,312

本年度歳計外現金増減額                        △8,567

本年度末歳計外現金残高                        216,745

本年度末現金預金残高                      4,537,760

連結資金収支計算書
自 令和3年04月01日

至 令和4年03月31日



注記 

1. 重要な会計方針 

（1） 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産                     取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59年度以前に取得したもの           再調達原価 

         ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価格 1円としています。  

イ 昭和 60年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの            取得原価 

取得原価が不明なもの               再調達原価 

      ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価格 1円と

しています。 

 

② 無形固定資産                   原則として取得原価 

ただし、取得原価が不明なものは、再調達原価としています。 

 

（2） 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的以外の有価証券 

市場価格のないもの     取得原価 

 

② 出資金 

市場価格のないもの        出資金額 

 

（3） 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

① 貯蔵品    移動平均法による低価法 

      ただし、一部の連結対象団体では最終仕入原価法によっています。 

 

（4） 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）        定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

ア 建物     6年～50年 

イ 工作物    6年～60年     

ウ 物品     2年～20年 

ただし、一部の連結対象団体においては、定率法によっています。 

 



② 無形固定資産（リース資産を除きます。）        定額法 

（ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（５年）に基づく定額

法によっています。ただし、一部の連結対象団体においては定率法によってい

ます。） 

 

③ リース資産 

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以内

のリース取引及びリース契約１件あたりのリース料総額が 300 万円以下のファ

イナンス・リース取引を除きます。） 

 自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

 

（5） 引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

未収金及び長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴

収不能見込額を計上しています。 

 

② 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額に、退職手当債務から山梨県市町村総合事務組合への

加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当として支給された額

の総額を控除した額に、山梨県市町村総合事務組合における積立金額の運用益

のうち当該団体へ按分される額を加算した額を控除した額を加算して計上して

います。 

 

③ 損失補償等引当金 

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の

健全化に関する法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上

しています。 

 

④ 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相

当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上してい

ます。 

 

（6） リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引 



（リース期間が１年以内のリース取引及びリース契約１件あたりの

リース料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きま

す。） 

  通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

イ ア以外のファイナンス・リース取引 

  通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

② オペレーティング・リース取引 

 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

（7） 連結資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資

金の受払いを含んでいます。 

 

（8） 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。 

 

2. 重要な会計方針の変更等 

（1） 会計方針の変更                該当事項ありません。 

 

（2） 表示方法の変更              該当事項ありません。 

 

（3） 連結資金収支計算書における資金の範囲の変更  該当事項ありません。 

 

3. 重要な後発事象                         該当事項ありません。 

 

4. 偶発債務                                      該当事項ありません。 

 

 

5. 追加情報 

（1） 連結対象団体（会計） 

団体（会計）名 区分 連結の方法 比例連結割合 

峡東地域広域水道事業

団 
一部事務組合 比例連結 32.6％ 



甲府・峡東地域ごみ処

理施設事務組合 

一部事務組合 
比例連結 11.5％ 

東山梨行政事務組合 一部事務組合 比例連結 50.6％ 

山梨県後期高齢者広域

医療連合 

一部事務組合 比例連結 
4.9％ 

山梨県市町村総合事務

組合 
一部事務組合 比例連結 7.2% 

山梨市フルーツパーク

株式会社 
第三セクター等 全部連結 - 

有限会社みとみ 第三セクター等 全部連結 - 

連結の方法は次のとおりです。 

① 一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の

対象としています。 

② 第三セクター等は、出資割合等が 50％を超える団体（出資割合等が 50％以下で

あっても業務運営に実質的に主導的な立場を確保している団体を含みます。）は、

全部連結の対象としています。 

 

（2） 出納整理期間 

地方自治法第 235条の５に基づき出納整理期間が設けられている団体（会計）

においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって

会計年度末の計数としています。 

 

（3） 表示単位未満の取扱い 

千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があ

ります。 

 

（4） 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

ア 範囲 

普通財産かつ売却可能な資産 

 

イ 内訳 

売却可能資産はありません。 

 



附属明細書

①有形固定資産の明細 （単位：千円）

前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却
累計額

（E)

本年度償却額
（F)

差引本年度末残
高

（D)－（E)
（Ｈ)

 事業用資産 64,203,552 219,917 298,081 64,125,388 31,913,576 1,124,771 32,211,811

土地 14,100,839 10,083 30,147 14,080,775 - - 14,080,775

立木竹 - - - - - - -

建物 47,977,738 159,793 262,911 47,874,620 31,191,972 1,037,247 16,682,649

工作物 2,120,188 50,041 236 2,169,992 721,605 87,524 1,448,387

船舶 - - - - - - -

浮標等 - - - - - - -

航空機 - - - - - - -

その他 - 0 - 0 - - 0

建設仮勘定 4,787 - 4,787 - - - -

 インフラ資産 105,547,578 2,799,084 719,319 107,627,343 47,756,035 2,113,092 59,871,307

土地 3,639,144 206,199 1,059 3,844,284 - - 3,844,284

建物 1,210,906 - - 1,210,906 430,812 34,966 780,094

工作物 96,033,383 1,702,069 23,212 97,712,240 46,064,087 1,985,435 51,648,152

その他 1,695,226 - 3,090 1,692,137 1,261,136 92,691 431,000

建設仮勘定 2,968,920 890,816 691,959 3,167,777 - - 3,167,777

 物品 5,144,044 122,762 180,288 5,086,518 2,966,447 221,071 2,120,071

174,895,174 3,141,763 1,197,689 176,839,249 82,636,059 3,458,934 94,203,190

１．貸借対照表の内容に関する明細
（１）資産項目の明細

区分

合計


